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我が国の農業・農村は、グローバル化が急速に進展し、担い手の不足や高齢化等農業構造の脆弱化が進

む中、水田経営所得安定対策、米政策改革推進対策、農地・水・環境保全向上対策が実施されており、本県

の農業・農村も歴史的な転換の時を迎えております。

一方、昨今、食の安全・安心の確保がクローズアップされ、安全な食料を安定的に供給する必要性が問わ

れ、国内農業生産の増大等食料自給率の向上が緊急の課題となっております。

当公社としては、このような情勢を踏まえ、公益法人として社会的使命を果たすため、担い手の育成と地域

農業の活性化に寄与する各般の事業を、下記に重点を置き、県をはじめ関係機関と緊密な連携のもと積極的

に展開します。

公社運営を取り巻く環境は、逼迫する県財政事情等から事業規模の縮小及び事業内容の見直し等により、

一段と厳しさが増しております。

ついては、今般策定の「中期経営改善計画」初年度として、新規事業の開拓や各種経費の削減に努めな

がら、経営改善計画に取り組みます。

〈重点事項〉
事業（１）農地保有合理化に関する

認定農業者等の経営規模拡大意欲は、米価下落等から低迷し厳しい環境下にあるが、「担い手支援

農地保有合理化事業」等により、担い手農家の育成に繋がるよう効果的な事業推進に努めます。

また、特定地域及び集落営農組織における土地利用調整活動を促進し、農地の面的集積を実現する

仕組みの構築等を支援する計画策定業務等を実施します。

なお、最重点課題である長期保有地の処分については、関係機関と密接な連携をとりながら「農地保

有合理化緊急売買促進事業」の活用により解決に努めます。未収金については、法的措置も含め回収を

徹底します。

（２）公社営事業
宮城県酪農・肉用牛生産近代化計画（平成１７年１１月策定：平成１７年度～平成２７年度までの計画期

間）を基本に、畜産農家のニーズを踏まえた畜産公共事業により畜産生産施設の整備を実施します。

また、地域の家畜排泄物を有効活用する有機センター等を中心に、耕畜連携を推進しながら畜産経営

の安定と体質強化に努めます。

さらには、昨今の輸入飼料高騰と飼料自給率低下が畜産業の経営を圧迫していることから、草地整備

等自給飼料基盤の整備に力点を置き、望ましい生産体制を構築しながら持続的生産の確立を図ります。

なお、一級建築士事務所における低コスト畜産施設整備等に係る建築設計・監理及び助言・指導・

サービス業務を継続実施します。

牧場運営事業（３）
白石牧場における平成１９年度で終了する「優良肉用牛資源供給事業」の事業趣旨を継続しながら、

増体性に優れた肉牛づくりと肉用牛経営の基礎となる繁殖雌牛の生産に努め、本県肉用牛の改良促進

を図ります。

また、牡鹿牧場との相乗効果をさらに高め、草地整備を実施し粗飼料自給率の向上に努め、購入飼料

の削減を図り、優良肉用子牛を一定量供給します。

牡鹿牧場においては、県畜産試験場との連携のもと、引き続き粗飼料多給型低コスト肥育技術の確立

実証に取り組むとともに、新たに農林水産省の現場提案型実用技術開発事業の採択を目指し、公社と東

北大学の共同研究開発による「放牧・粗飼料多給型牛肉生産実用新技術開発事業」に取り組みます。

さらに、公社・東北大学・民間の３者共同研究による、日本短角種等肉用牛の生産から加工、流通まで

のフードビジネスモデル構築に参画します。

岩出山牧場においては、酪農家等から要望の強い乳用牛等の周年放牧による預託育成事業実施に
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向け宮城県と調整してまいります。

受託事業（４）
ほ場整備事業における水田の排水改良対策を図るため、公社が保有するドレンレイヤーにより、疎水材

としてモミ殻・カキ殻・木材チップ等リサイクル資源を活用した地域特性を踏まえた暗渠排水工事の提案を

行い事業の拡大に努めるとともに、特定地域の農地の土壌改良を実施します。

また、ソフト業務は、技術力のさらなる向上に努めながら、地域の特性、低コスト工法等を取り入れた設

計資料の作成及び現場技術管理等の提案を行ってまいります。

さらには、米需給調整への的確な対応と稲作経営の安定及び耕畜連携による粗飼料自給率向上を図

るため、コントラクター機能を活かした稲発酵粗飼料（イネホールクロップサイレージ）とデントコーンサイ

レージの収穫作業等支援業務に引き続き取り組みます。

上記事業の実施内容等は下記のとおりです。

１ 農地保有合理化に関する事業１ 農地保有合理化に関する事業１ 農地保有合理化に関する事業１ 農地保有合理化に関する事業
公社は、関係機関・団体等との連携のもと中間的土地保有機能と再配分調整機能を活用して、効率的・安

定的な経営体の育成及び支援を行います。

昨年から実施されている水田経営所得安定対策については、加入要件の見直し等が行われ、育成すべき

担い手の幅も拡大されることから、農地保有合理化事業についても弾力的な事業推進に努めます。

また、現在検討されている、農地制度改革における市町村段階の「面的集積システム」については、平成

２１年度から実施予定となり、今年度は全国的にモデル地区を設定し実施することとなったが、公社としても、

必要に応じシステム構築に向けた支援活動を実施します。

さらに、「（仮称）集落営農組織農地集積支援事業」及び「（仮称）耕作放棄地等早期解消・活用事業」に新

たに取り組みます。

（１） 農地保有合理化事業（１） 農地保有合理化事業（１） 農地保有合理化事業（１） 農地保有合理化事業

市町村が行う利用権設定等促進事業及び農業委員会が行う農地移動適正化あっせん事業等と連携し

て実施する農用地の買入は１２０件・８０ha、売渡は長期保有地の処分を含めて９８．７ｈａ、貸借は３００件・

２００ha程度を指標に推進します。

農地売買等事業計画農地売買等事業計画農地売買等事業計画農地売買等事業計画

担い手支援農地保有合理化事業の事業計画は次のとおりです。

実 施 計 画
区 分

件数（件） 面積（ ） 金額（千円）ha

一時払い型 １１２ ７２．０ ４６８，０００

買入 分割払い型 ８ ８．０ ５２，０００

計 １２０ ８０．０ ５２０，０００

売渡 担い手支援型、事業関連タイプ、 １４４ ９８．７ ６６４，８１４
特別タイプ等

一括前払い １０ ５．０ １０，０００

毎年払い ２９０ １９５．０ ３１，０００
借入 ３０，０００ｋｇ

計 ３００ ２００．０ ４１，０００
３０，０００ｋｇ

貸付 一括前払い ３００ ２００．０ ３２，０００
毎年払い ３０，０００ｋｇ
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担い手支援農地保有合理化事業の概要担い手支援農地保有合理化事業の概要担い手支援農地保有合理化事業の概要担い手支援農地保有合理化事業の概要

担い手に対して、一定面積以上の農地を利用集積するための下記事業を無利子にて実施します。

①小作料一括前払い

農地の利用集積を促進するため、農地の借入れ又は貸付けに伴う小作料相当額の一括前払いを行う。

②農作業受託料一括前払

担い手の実質的な規模拡大や資本装備の増強を図るため、農作業に対する受託料相当額の一括前

払いを行う。

③農業生産法人に対する出資

農業生産法人の経営基盤を強化するため、農業生産法人に対する現物出資のための農地の買入れ

及び農地の仲介と併せた金銭出資を行う。

④農地の一時貸付後売渡し

担い手への利用集積を促進するため、規模縮小農家等から農地を買入れ、一時貸付け（１０年以内）

後の売渡しを行う。

⑤簡易な土地基盤整備、機械・施設の導入

①から④と併せて、利用集積する農地の簡易な土地基盤整備や経営発展に必要となる農業用機械・

施設の導入を行う。

（２） その他合理化事業（２） その他合理化事業（２） その他合理化事業（２） その他合理化事業

事 業 名 実施予定地区等 事 業 概 要

①農作業受委託の 面 積 ３３０ｈａ 農業農村整備事業等の実施地区において土地

あっせん事業 利用調整を推進するため、公社の仲介のもとに、

経営規模の拡大を志向する生産組織や地域の担

い手農家に農作業受委託のあっせんを行う。

②農地継承円滑化事業 地区数 ２地区 公社が買入れ若しくは借入れた農地について、

件 数 ２件 良好な状態で担い手に集積するために簡易な土

面 積 ３．４ｈａ 地基盤整備等を行う。

事業費 ５，３００千円

③農地保有合理化 面 積 ２０．３ｈａ 公社が買入れた長期保有農用地等を認定農業

緊急売買促進事業 者等に対して売渡す場合に、取得価格との差額の

一部を全国農地保有合理化協会が助成を行う。

（３） 土地利用調整指導業務（３） 土地利用調整指導業務（３） 土地利用調整指導業務（３） 土地利用調整指導業務

経営体育成基盤整備事業をより円滑に推進するため、角田市枝野地区外８５地区において県、市町村、

土地改良区等と緊密な連携のもとに集落説明会・座談会等に参画し、その事業に定められた「担い手」が

水田経営所得安定対策の対象となる「認定農業者」や「集落営農組織」の要件を具備することと、更には、

その拡充事業である農業経営高度化支援事業に取り組めるように地域の実情に即した農地集積手法等を

提案し、農地流動化計画の達成に向けた支援を積極的に展開します。
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（４） 新規事業（４） 新規事業（４） 新規事業（４） 新規事業

イ （仮称）集落営農組織農地集積支援事業イ （仮称）集落営農組織農地集積支援事業イ （仮称）集落営農組織農地集積支援事業イ （仮称）集落営農組織農地集積支援事業

集落営農組織における土地利用調整のフォローアップ支援事業として県内１２０組織程度を対象に土

地利用状況等の診断カルテの作成及び地域合意活動支援並びに土地利用調整組織への誘導等現地

指導業務を実施します。

ロ （仮称）耕作放棄地等早期解消・活用事業ロ （仮称）耕作放棄地等早期解消・活用事業ロ （仮称）耕作放棄地等早期解消・活用事業ロ （仮称）耕作放棄地等早期解消・活用事業

耕作放棄地の解消と有効的な活用を図るため、公社の持つ農地保有合理化機能と機械力、機動力を

総合的に発揮する簡易基盤整備を 「モデル実証事業」として２地区程度で実施します。

２ 公 社 営 事 業２ 公 社 営 事 業２ 公 社 営 事 業２ 公 社 営 事 業
畜産の健全な発展と「食料・農業・農村基本計画」に掲げられた飼料自給率目標の実現を図るため、輸入

飼料に依存した畜産の生産構造から、自給飼料に立脚した資源循環型の生産構造に転換していくことが極

めて重要な課題となっています。

そのため公社は、畜産公共事業を通じ安定的な畜産物生産施設の整備と地域資源の家畜排せつ物を有

効活用する堆肥化施設の建設を行い、耕畜連携を推進しながら畜産経営の安定と体質強化を図ります。

また、既存の畜産地帯の再編整備を推進し、継続して生産性の高い経営体の確立を進めます。

本年度は、畜産環境総合整備統合補助事業（資源リサイクル型）と畜産担い手育成総合整備事業及び県

営草地整備事業を総事業費１，３０９，７８６千円で実施する計画です。

（１） 畜産環境総合整備統合補助事業（資源リサイクル型）（１） 畜産環境総合整備統合補助事業（資源リサイクル型）（１） 畜産環境総合整備統合補助事業（資源リサイクル型）（１） 畜産環境総合整備統合補助事業（資源リサイクル型）

畜産主産地において、畜産施設の環境汚染の防止を図るため、草地等造成整備をはじめ、堆肥化処理施

設の整備、堆肥舎整備等総合的な畜産経営に係わる環境整備を行うとともに、耕畜連携を基本とした地域資

源のリサイクルシステム構築を支援します。

本年度は、継続地区の清流の里地区（加美町）１地区、新規地区のあさひな東部地区（大郷町、大和町）の

計２地区で実施する予定です。

（単位：千円）

全体計画 １９年度まで 本年度実施計画
地 区 名 工 種

（事業年度） 事業費 事業費 事業費 摘 要

基 盤 整 備
９６，６４２ ４３，１７６ ５３，４６６ 構内舗装、取付道路

家畜排泄物処理施設施 設 整 備 （１９０，４８９）
畜産環境総合 等８１８，７８６ １５６，９５７ ５１７，２５５
整備統合補助

周辺環境整備事業（資源リサ
イクル型）

測 量 試 験 費 （１，９９５）清流の里
２５，３０６ １８，５０２ ２，７８３(H18～H21)

一般管理費等 （１６，９０８）
８１，２３６ １９，５６０ ４９，７８１

事 務 費 （０）
１５，３２２ ６，７０８ ６，２０４

計 （２０９，３９２）
１，０３７，２９２ ２４４，９０３ ６２９，４８９

注１：（ ）は、平成１９年度からの繰越金額で事業費の内数。
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（単位：千円）

全体計画 １９年度まで 本年度実施計画
地 区 名（事 工 種

業年度）
事業費 事業費 事業費 摘 要

基 盤 整 備 １７，０４１ ０ １０，２９０ 施設用地造成

家畜排泄物処理施設施 設 整 備 ２０２，７４４ ０ ８１，７６３
畜産環境総合

周辺環境整備整備統合補助
事業（資源リサ

測 量 試 験 費 ８，０４３ ０ ５，６６０イクル型）

あさひな東部 一般管理費等 ２０，２２５ ０ ８，９７４
(H20～H21）

事 務 費 ３，７２０ ０ １，６００

計 ２５１，７７３ ０ １０８，２８７

２地区 合 計 （２０９，３９２）
１，２８９，０６５ ２４４，９０３ ７３７，７７６

注１：（ ）は、平成１９年度からの繰越金額で事業費の内数。

（２） 畜産担い手育成総合整備事業（２） 畜産担い手育成総合整備事業（２） 畜産担い手育成総合整備事業（２） 畜産担い手育成総合整備事業

畜産地帯における粗飼料自給率の向上と安定的な粗飼料確保を図るため、飼料生産基盤の造成整備を

行うとともに畜産生産施設の整備等を総合的に行い、担い手育成を通じた望ましい畜産構造の確立と地域経

済の活性化に努めます。

また、畜産経営新規参入円滑化事業により耕種農家等が円滑に畜産部門を導入できるよう、家畜導入、飼

料基盤整備、管理体系の確立を推進します。

本年度は、新規地区の仙南西部地区（白石市、七ヶ宿町、蔵王町、川崎町、村田町）、とめ地区（登米市）

の２地区で実施する予定です。

（単位：千円）

全体計画 １９年度まで 本年度実施計画
地 区 名 工 種

（事業年度） 事業費 事業費 事業費 摘 要

基 本 施 設 ６０，２７０ ０ ４９，８２３ 草地造成、整備等

農 業 用 施 設 ５３７，３６９ ０ ９６，１１７ 畜舎等整備
畜産担い手育

農機具等導入 ２０，６８５ ０成総合整備
事業

測 量 試 験 費 ４０，６５６ ０ ２２，９７４
仙南西部

一般管理費等 ５９，３５５ ０ １５，２６６(H20～H23)

事 務 費 ７，１７０ ０ １，８３６

計 ７２５，５０５ ０ １８６，０１６



- 6 -

（単位：千円）

全体計画 １９年度まで 本年度実施計画
地 区 名 工 種

（事業年度） 事業費 事業費 事業費 摘 要

基 本 施 設 ９５，９１８ ０ ４６，６２０ 草地造成、整備等

農 業 用 施 設 １，６７２，１８８ ０ １７２，０７４ 畜舎等整備
畜産担い手育

農機具等導入 ０成総合整備
事業

測 量 試 験 費 １１７，０１２ ０ ４５，０６６
とめ

新規参入円滑化事業含み(H20～H24) 一般管理費等 ２８３，４５４ ０ ２３，１５６

事 務 費 ２，１６８ ０ ２，８６８

計 ２，１７０，７４０ ０ ２８９，７８４

２地区 合 計 ２，８９６，２４５ ０ ４７５，８００

（３） 県営草地整備事業（３） 県営草地整備事業（３） 県営草地整備事業（３） 県営草地整備事業

仙南地域の公共牧場等において粗飼料自給率の向上を目指し、飼料基盤の整備・拡充に努めるとともに、

畜産生産施設の整備を実施し、地域内の土地資源を有効活用することによる畜産農家の活性化と経営規模

拡大に努めます。

本年度は、継続地区の仙南南部地区（白石市、七ヶ宿町、蔵王町、丸森町）１地区で実施する予定です。

（単位：千円）

全体計画 １９年度まで 本年度実施計画
地 区 名 工 種

（事業年度） 事業費 事業費 事業費 摘 要

基 本 施 設 １１９，０４９ ７７，２３８ ４５，３６７ 草地造成、整備等

農 業 用 施 設 ４３，６８５ ６，８３６ ３２，７６０ 畜舎等整備
都道府県営

農機具等導入 ９，２４０ １６，０１３草地整備事業

仙南南部 測 量 試 験 費 ２６，１７５ １２，２２３ ８，８７２
(H18～H22)

一般管理費等 １７，８５１ ９，６６７ ８，２６１

事 務 費 ２，１５６ １，２１６ ９５０

計 ２１８，１５６ １２３，１９３ ９６，２１０

１地区 合 計 ２１８，１５６ １２３，１９３ ９６，２１０

注１：本年度に全体計画の変更を行うことから、平成１９年度までの事業費に本年度事業費を加えても全体計

画と一致しない。
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３ 牧 場 運 営 事 業３ 牧 場 運 営 事 業３ 牧 場 運 営 事 業３ 牧 場 運 営 事 業

(1) 白 石 牧 場 運 営 事 業(1) 白 石 牧 場 運 営 事 業(1) 白 石 牧 場 運 営 事 業(1) 白 石 牧 場 運 営 事 業
県単独補助事業「優良肉用牛資源供給事業」が平成１９年度で終了となったが、これまでの事業趣旨を継

続し牡鹿牧場との相乗効果を高めながら、肉用牛経営の基礎となる繁殖雌牛の生産拡大を目指し、黒毛和

種繁殖牛をもとに、優れた肉質で定評のある宮城の和牛に改良を加え、これまでの「肉用牛繁殖雌牛生産拡

大事業」を強化しつつ、新たな公社独自の「優良肉用牛資源（子牛）供給事業」として取り組みます。

また、周年放牧による粗飼料主体の飼養管理の実施とイネホールクロップサイレージ、堤防草のリサイクル

化等自給飼料資源を活用した資源循環型の持続的な肉用牛飼養方式の実証普及に引き続き取り組みます。

イ 優良肉用牛資源（子牛）供給事業イ 優良肉用牛資源（子牛）供給事業イ 優良肉用牛資源（子牛）供給事業イ 優良肉用牛資源（子牛）供給事業

① 肉量型の優良子牛の生産及び配付

子牛生産頭数 ３５７頭

子牛配付頭数 ３２４頭

② 肉量型の候補種雄牛の生産

③ 事業収入 １２７，５５０千円

④ 家畜飼養頭数

期首 増 加 減 少 期末

区 分 品 種 頭数 頭数

生産 組入 計 配付等 組替 斃死 計

基礎牛（成牛） 黒毛和種 ４６５ １３ １３ １９ １９ ４５９

基礎牛（育成牛） 黒毛和種 ８ ３４ ３４ １４ １４ ２８

子 牛 黒毛和種 ２９６ ３５７ ３５７ ３２４ ４３ ７ ３７４ ２７９

種雄牛 黒毛和種 ２ １ １ ０ ３

合 計 ７７１ ３５７ ４８ ４０５ ３２４ ７６ ７ ４０７ ７６９

(2) 牡 鹿 牧 場 運 営 事 業(2) 牡 鹿 牧 場 運 営 事 業(2) 牡 鹿 牧 場 運 営 事 業(2) 牡 鹿 牧 場 運 営 事 業

イ 粗飼料多給型の低コスト肥育実証事業イ 粗飼料多給型の低コスト肥育実証事業イ 粗飼料多給型の低コスト肥育実証事業イ 粗飼料多給型の低コスト肥育実証事業

本年度も引き続き、草地放牧やイネホールクロップサイレージ、トウモロコシロールベールサイレージの地域

資源を活用し、粗飼料を主体とした飼養管理を行い、低コスト肥育技術の確立・普及に努めます。

なお、白石牧場と連携を図りながら、優良肉用牛資源（子牛）供給事業における高齢経産牛肥育（飼い直

し）に取り組みます。

① 肥育牛の飼養及び販売、肉量型の優良子牛の生産及び配布

子牛生産頭数 ５０頭

肥育牛販売頭数 ５５頭

子牛配布頭数 ４３頭
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② 事業収入 ３９，０００千円（収入：肥育牛販売２２，８７８千円 子牛販売収入１６，１２２千円）

③ 家畜飼養頭数

期首 増 加 減 少 期末
区 分 品 種 頭数 頭数

生産 組入 計 配付等 組替 斃死 計

繁殖 （成牛） 黒毛和種 ４３ ２０ ２０ １０ １０ ５３
繁

繁殖（育成） 黒毛和種 ０ ０ ０ ０

繁殖 （子牛） 黒毛和種 ４３ ５０ ５０ ４３ １ ４４ ４９
殖

種 雄 牛 黒毛和種 １ ０ ０ １

計 ８７ ５０ ２０ ７０ ４３ １０ １ ５４ １０３

経産牛 黒毛和種 １５ ２９ ２９ ３４ ３４ １０
肥

未経産・去勢牛 黒毛和種 ２８ １１ １１ ２１ ２１ １８

育 子 牛 黒毛和種 ２ ０ ２ ２ ０

子 牛 Ｆ １ １０ ２０ ２０ ０ ３０

計 ５５ ６０ ６０ ５５ ２ ５７ ５８

預託牛（共同研究） ５ ０ ５ ５ ０日本短角種

実用技術開発事業 黒毛和種 ０ ０ ２４ ２４ ０ ０ ０ ０ ２４

創出研究開発事業 １４ ５ ０ ５ ０ ０ ０ ０ １９日本短角種

合 計 １６１ ５５ １０４ １５９ １０３ １２ １ １１６ ２０４

ロ 放牧と国産粗飼料多給型飼養体系による牛肉生産の実用新技術開発事業（新規：申請中）ロ 放牧と国産粗飼料多給型飼養体系による牛肉生産の実用新技術開発事業（新規：申請中）ロ 放牧と国産粗飼料多給型飼養体系による牛肉生産の実用新技術開発事業（新規：申請中）ロ 放牧と国産粗飼料多給型飼養体系による牛肉生産の実用新技術開発事業（新規：申請中）

輸入飼料高騰等が畜産農家の経営を圧迫しているため、輸入飼料への依存体質から脱却し、国産自給飼

料に基盤を置いた経営の確立が急務となっています。

そのため、東北大学大学院、公社の共同研究により、放牧飼養と国産粗飼料多給型飼養を組み合わせ、

次世代型の飼料循環に調和した低コスト牛肉生産の実用新技術を開発し、実用新技術の経済性を評価し、

持続的に普及可能な技術を実証する事業に取り組みます。

① 事 業 名：新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業（現場提案型研究）

② 実施期間：平成２０年度～平成２３年度（４ヶ年）

③ 試験頭数 ２４頭 （平成２０年度）

④ 事業収入 １６，５００千円 （平成２０年度：飼養管理、試験牛導入費等１６，５００千円）
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ハ 日本短角種牛機能性健康ビーフ研究開発事業（新規：東北大学大学院で申請予定）ハ 日本短角種牛機能性健康ビーフ研究開発事業（新規：東北大学大学院で申請予定）ハ 日本短角種牛機能性健康ビーフ研究開発事業（新規：東北大学大学院で申請予定）ハ 日本短角種牛機能性健康ビーフ研究開発事業（新規：東北大学大学院で申請予定）

放牧適性に富む日本短角種牛を周年放牧により肥育することは、消費者ニーズに沿った安全で値頃感の

ある赤肉牛肉を生産することが可能である。

そのため、東北大学大学院、企業、公社の共同研究により、肉牛生産から加工、流通までのフードビジネス

モデル構築に参加します。

① 事 業 名：地域イノベーション創出研究開発事業

② 実施期間：平成２０年度～平成２４年度（５ヶ年）

③ 預託頭数 １９頭 （平成２０年度：成牛１４頭、子牛５頭）

(3) 岩出山牧場管理受託事業(3) 岩出山牧場管理受託事業(3) 岩出山牧場管理受託事業(3) 岩出山牧場管理受託事業
指定管理者として、県畜産試験場をはじめ各関係機関と連携を図りながら、県内酪農・肉用牛飼養農家の

経営安定に資するため、預託事業や産肉能力検定事業等が円滑に進められるよう、牧場の管理に万全を期

します。

① 管理受託事業

ア 預託育成事業

イ 肉用牛繁殖育成事業

ウ 和牛産肉能力検定事業

② 事業収入 ８６，０００千円（県委託料８５，９６７千円、その他３３千円）

③ 家畜飼養頭数

期首 増 加 減 少 期末

区 分 品 種 頭数 頭数

生産 組入 計 配付等 組替 計

預託牛 乳用・黒毛 ０ ５０ ５０ ５０ ５０ ０

検定牛（直検） 黒毛和種 １０ ２０ ２０ ４ １６ ２０ １０

基礎牛（成牛） 黒毛和種 ９０ ５ ５ ５ ５ ９０

基礎牛（育成牛） 黒毛和種 １６ ５ ５ ４ ５ ９ １２

子 牛 黒毛和種 ５９ ７５ ７５ ４７ １５ ６２ ７２

肥育牛 黒毛和種 ６２ ２６ ２６ ３３ ３３ ５５

合 計 ２３７ ７５ １０６ １８１ ９３ ８６ １７９ ２３９

◎ 周年預託育成事業（新規）◎ 周年預託育成事業（新規）◎ 周年預託育成事業（新規）◎ 周年預託育成事業（新規）

周年預託を希望する農家に応えるため、肉用牛、乳用牛の放牧を基本として、畜産農家から子牛を預託

し、育成さらには人工授精後妊娠を確認し初妊牛として農家に返し、県内産育成牛の安定供給支援を行って

まいります。
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なお、事業実施に当たっては、宮城県と調整しながら取り組みます。

① 預託頭数 ５０頭

② 事業収入 ９，０００千円 （預託料 ９，０００千円）

４ 受 託 事 業４ 受 託 事 業４ 受 託 事 業４ 受 託 事 業
会員及び農業団体等からの委託により実施する受託事業については、事業費総額５２０，０００千円の事業

を計画しています。

なお、特定鉱害復旧事業の指定法人として、浅所陥没等による鉱害が生じた土地物件の本来の効用を回

復するため、本年度は栗原市等の４市１村で、１０地区総事業費６，０００千円を実施する予定です。

（単位：千円）

事 業 項 目 受 託 料 摘 要

100,000 52,000受 託 工 事 ３６０，３００ 県営 団体営
208,300その他

137,200 22,500受 託 業 務 １５９，７００ 測量設計等 公共施設管理等

計 ５２０，０００


